
障害者の働く場に対する障害者の働く場に対する
発注促進税制発注促進税制

が創設されました

本税制は、障害者が働く施設などへの発注額が増本税制は、障害者が働く施設などへの発注額が増

えた場合に、発注を行った企業に対して法人税等のえた場合に、発注を行った企業に対して法人税等の

税制優遇をするものです。税制優遇をするものです。

厚生労働省

ご活用下さい！ご活用下さい！
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○ 企業の方はこのパンフレットの内容をよく御理解の上、授
産施設等に発注するきっかけとして御利用下さい。
なお、本税制優遇の対象となる発注先などの情報につい

ては、お近くの市町村やハローワーク等にお問い合わせくだ
さい。

○ 授産施設等の職員の方などは、この税制が企業にとって
メリットになるものであること踏まえ、このパンフレットを持参
し、企業に対して業務開拓を行うなど、積極的に御利用くだ
さい。

パンフレットの使い方
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企業 障害者が働いている
授産施設等

仕事の発注
物品の購入

授産施設等の障害者の「働く場」に対し、前年度より発注額が増えた

場合は、発注元の企業に対し税制優遇（減価償却資産の割増償却）

が認められます。

税制優遇が
認められる

○ 障害者の「働く場」に対する発注額を前年度より増加させ発注額を前年度より増加させ
たた企業について、企業が有する固定資産（減価償却資産）を固定資産（減価償却資産）を
割増して償却すること割増して償却することができます。（法人税等の軽減です。）

※ 発注には業務を下請けした場合のみならず、自家生産した商品を売買
した場合等も含みます。

概 要
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企業（法人）

所得税の
税制優遇

法人税の
税制優遇

個人事業主

税 制 優 遇 対 象 者

○ 青色申告者である全ての法人又は個人事業主全ての法人又は個人事業主が対象。

適 用 期 間

○ ５年間５年間の時限措置。

・ 企業（法人） ：平成20年4月1日～平成25年 3月31日
・ 個人事業主 ：平成21年1月1日～平成25年12月31日

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

比較年度
比較年度

税制優遇年度
税制優遇年度

平成２０年度～平成２４年の各年度について、前年度（平成１９年度～平成２３年度）と

比べて、障害者の「働く場」への発注額が増加した場合に、税制優遇が受けられます。

２

【企業（法人）の場合】



企業

割増償却額
３００万円２００万円

増加額３００万円

＜前年度＞

実際の割増償却額の例

５００万円

＜適用年度＞

※ただし、対象となる固定資産の普通償却限度
額の３０％の方が低ければその額となります。

[発注額]

[発注額]

割 増 償 却 額

○ 割増しして償却される限度額は前年度からの、発注増加前年度からの、発注増加
額額（※）

→ 前年度に発注が無い場合は、当該年度の「発注額」がそのまま
「発注増加額」となります。

（※）ただし、対象となる固定資産の普通償却限度額の30％を限度

となります。

障害者が働いている
授産施設等

仕事の発注
物品の購入
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○ 就労移行支援事業所

○ 就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型）

○ 生活介護事業所

○ 障害者支援施設（就労移行支援、就労継続支援、生活介護を行うもの

に限る）

○ 地域活動支援センター

障害者自立支援法に基づく事業所・施設障害者自立支援法に基づく事業所・施設

○ 旧法授産施設（身体・知的・精神）

○ 旧法福祉工場（身体・知的・精神）

旧法※に基づく施設旧法※に基づく施設

※ 障害者自立支援法による改正前の、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健及び

精神障害者福祉に関する法律

○ 障害者雇用促進法の特例子会社

○ 重度障害者多数雇用事業所（※）

障害者を多数雇用している企業障害者を多数雇用している企業

福
祉
施
設

企

業

対 象 と な る 発 注 先

○ 以下の施設等に発注した場合に、税制優遇の対象となり
ます。

（※）重度障害者多数雇用事業所の要件

①障害者の雇用者数が５人以上
②障害者の割合が従業員の２０％以上
③雇用障害者に占める重度身体障害者、知的障害者及び精神障害者の割合が３０％以上

・ ①から③の全ての要件に該当している旨の公共職業安定所長の証明が必要となります。

４



生物
（牛、馬、豚、綿羊、山羊、かんきつ樹、りんご樹、
ぶどう樹、なし樹、桃樹、いちじく樹、茶樹、オリー
ブ樹、つばき樹、桑樹など）

一年以上の長期保有資産一年以上の長期保有資産で取得価格２０万円以上取得価格２０万円以上のもの

建物及びその附属設備
（暖冷房設備、照明設備、エレベーターなど）

機械及び装置
（工作機械、印刷機械、食料製造機械など）

車両及び運搬具
（自動車、フォークリフトなど）

工具、器具及び備品
（事務机、キャビネット、応接セット、パソコン、コ
ピー機、医療機器など）

割増償却の対象となる減価償却資産の例

※以上は、減価償却資産の例です。この他にも多くの資産が対象となります。

５

本税制による割増償却の対象となる資産は、現事業年度を含む３年以内に取得した資産に限り
ます。



企業

授産施設等

①
発
注

②
納
品

③割増償却の申請

（保存書類）
・ 授産施設等からの領収書
・ 授産施設等の事業者指定
書の写し（※２）

都道府県庁（※１）

事業者指定等

（指定書等の交付）

必
要
に
応
じ
照
会

※１ 上記は授産施設等の例です。表中、「授産施設等」が「特例子会社」の場合は「厚生労働省」、
「重度障害者多数雇用事業所」の場合は「公共職業安定所」となります。

※２ 保存書類は働く場によって以下のものとなります。
・ 地域活動支援センターの場合 ： 市町村等の委託契約書や認可通知書の写し等
・ 特例子会社の場合 ： 厚生労働大臣等が発行した認定書の写し
・ 重度障害者多数雇用事業所の場合 ： 公共職業安定所長が発行する障害者雇用証明の写し

事 務 手 続 き に つ い て

税務署
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企業 障害者が働いている
授産施設等

仕事の発注
物品の購入

実 際 の 計 算 例 に つ い て

＜企業の発注増加額＞
・ ３０万円

＜企業の所得金額（利益）＞
・ ６００万円※減価償却を計上前の所得金額とする

＜当該年度の減価償却資産取得＞
・ 車１台を購入（４００万円・耐用年数４年のもの）

※定額法による１年当たりの減価償却費は１００万円

３０万円増加

＜計算式＞
６００万円（所得金額） － １００万円（減価償却費） ＝ ５００万円（課税標準額）

５００万円（課税標準額） × ３０％（税率） ＝ １５０万円（法人税額）

○ 法人税額＝１５０万円

通 常 の 場 合

＜計算式＞
６００万円（所得金額） － １３０万円（減価償却費） ＝ ４７０万円（課税標準額）

４７０万円（課税標準額） × ３０％（税率） ＝ １４１万円（法人税額）

○ 法人税額＝１４１万円

発注促進税制適用の場合

※ 割増償却は、翌年度以降の償却額を前倒しして計上するものであるので、翌年度以降の減
価償却費は減少することとなります。（直近年度の税額を抑えるというメリットがあります。）

※ 計算式は法人税率を３０％と仮定して計算しているので、実際の額とは異なります。

前 提 条 件
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障害者が働いている授産施設等の取組例

役務提供の例

＜クリーニング＞ ＜清掃＞ ＜印刷＞

＜データ入力＞ ＜包装・組立＞

物品販売の例

＜弁当＞ ＜作業服＞

etc・・・

※ 以上は、役務提供や物品販売の例です。この他にも多くのものを扱っていますので、ぜひ

障害者の働く場へ発注してください。

＜部品＞

＜発送＞

etc・・・
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＜作成＞厚生労働省

〒１００－８９１６ 東京都千代田区霞が関１－２－２
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